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 [この保険の主な内容] 

この保険は、次の給付を行うことを主な内容とするものです。 

名  称 保険金を支払う場合 

がん診断保険金 被保険者が、医師により初めてがんと診断確定されたとき 

上皮内がん治療保険金 

被保険者が次のすべてを満たす治療を受けたとき 

① 医師により診断確定された上皮内がんの治療 

② 日本国内の医療機関で実施された治療（日本国内の医療機関と同等で

あると会社が認める日本国外の医療機関を含みます。） 

がん死亡保険金 
被保険者が、医師により診断確定されたがんを直接の原因として死亡し

たとき 

普通死亡保険金 被保険者が、死亡したとき 

 



 

5 
 

 

女性がん保険 普通保険約款 

 
第１章 総則 

 

第１条 （用語の定義） 

この約款において使用される用語の定義は次の通りとします。ただし、別途定義のある場合は、こ

の限りではありません。 

 

用語 定義 

被保険者 
被保険者とは、契約内容通知書記載の被保険者（保険の対象となる者をい

います。）をいいます。 

死亡保険金受取人 
死亡保険金受取人とは、契約内容通知書記載の死亡保険金受取人をいいま

す。 

医療機関 
医療機関とは、医療法に定める日本国内にある病院または診療所、または

これらと同等と会社が認めた日本国外にある医療施設をいいます。 

がん 

がん（悪性新生物）とは、平成 27 年 2月 13 日総務省告示第 35 号にもとづ

く厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因の統計分類提

要 ICD-10（2013 年版）準拠」に記載された分類項目中、別表 1の基本分類

コードに該当する内容によるものとします。なお、厚生労働省大臣官房統

計情報部編「疾病、傷害および死因の統計分類提要」において、診断確定

日以前に新たな分類提要が施行された場合は、新たな分類の基本分類コー

ドによるものとします。 

上皮内がん 

上皮内がん(上皮内新生物)とは、平成 27 年 2月 13 日総務省告示第 35 号に

もとづく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因の統計

分類提要 ICD-10（2013 年版）準拠」に記載された分類項目中、別表 2の基

本分類コードに該当する内容によるものとします。なお、厚生労働省大臣

官房統計情報部編「疾病、傷害および死因の統計分類提要」において、診

断確定日以前に新たな分類提要が施行された場合は、新たな分類の基本分

類コードによるものとします。 

がん、上皮内新生物の 

診断確定 

がんまたは上皮内新生物の診断確定は、医師によって、病理組織学的所見

によりなされたものでなければなりません。ただし、病理組織学的所見が

得られなかった場合には、その所見が得られなかった理由および他の所見

による診断確定の根拠が明らかであるときに限り、その診断確定も認める

ことがあります。 

病理組織学的所見 

病理組織学的所見とは、被保険者から生体の組織を摘出するなどの方法で

病変を観察可能な状態とし、細胞の形態や性質、周囲との関係性などを医

学的に調べることにより得られる所見をいいます。 

死亡保障 

がんを直接の原因として死亡した場合に支払うがん死亡保険金もしくは死

因によらない普通死亡に対して支払う普通死亡保険金のいずれかあるいは

両方を支払う保障をいいます。 
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第２条 （会社の責任開始期および保険期間） 

１  会社は、保険契約申込書および告知書等（以下「申込書等」といいます。）の受付を毎月の末日

（以下「申込締切日」といいます。）に締め切ります。申込締切日までに会社が申込書等を受理

し、申込締切日の属する月の翌月１０日（以下「引受可否通知日」といいます。）までに保険契

約の申込を承諾したことを条件として、引受可否通知日の属する月の翌月１日を保険期間の始期

日とします。 

２  前項の保険期間の始期日を契約日とし、保険期間はその日を含めて計算します。 

３  保険期間は１年間とし、契約内容通知書記載の保険始期日の午前０時に始まり、末日の午後１

２時に終わります。 

４  責任開始日は次の各号の通りとし、会社は、その日から保険契約上の責任を負います。更新後

の保険契約については、更新日以降も連続して、保険契約上の責任は継続します。 

(1)  がん診断保険金および上皮内がん治療保険金に対しては、保険期間の始期日（契約日）か

ら、その日を含めて９０日を経過した日の翌日を責任開始日とします。 

(2)  がん死亡保険金および普通死亡保険金に対しては、保険期間の始期日（契約日）を責任開

始日とします。  

５  会社が保険契約の申込を承諾したときは、その旨を引受可否通知日までに保険契約者に通知し

ます。ただし、契約内容通知書の発行をもって承諾通知に代えることがあります。 

６ 保険契約は、会社が前項の承諾の通知を発したときに成立するものとします。 

 

第２章 保険金の支払 

 

第３条 （がん診断保険金の支払） 

１ 保険金を支払う場合（以下、支払事由といいます。） 

被保険者が、第２条（会社の責任開始期および保険期間）第４項第１号に定める責任開始日以

降の保険期間中に、当該責任開始日以降、医師により初めてがんと診断確定されたとき、がん診

断保険金を支払います。なお、保険期間中に複数回のがんの診断確定があった場合は、第５条 （支

払限度額および支払限度回数）の規定によります。 

２ 支払金額 

契約内容通知書記載のがん診断保険金基準額に別表３に定める給付倍率を乗じた額とします。 

３ 保険金受取人 

  被保険者とします。 

 

第４条 （上皮内がん治療保険金の支払） 

１ 支払事由 

 被保険者が、第２条（会社の責任開始期および保険期間）第４項第１号に定める責任開始日以降

の保険期間中に、次のすべてを満たす上皮内がんの治療を受けたとき、上皮内がん治療保険金を支

払います。 

(1) 第２条（会社の責任開始期および保険期間）第４項第１号に定める責任開始日以降に、医

師により診断確定された上皮内がんの治療 

(2) 日本国内の医療機関で実施された上皮内がんの治療（日本国内の医療機関と同等であると

会社が認める日本国外の医療機関を含みます。） 

２ 支払金額 



 

7 
 

 契約内容通知書記載のがん診断保険金基準額に別表４に定める給付倍率を乗じた額とします。 

３ 保険金受取人 

 被保険者とします。 

 

第５条 （支払限度額および支払限度回数） 

１ 支払限度額 

 保険期間内に支払われるがん診断保険金および上皮内がん治療保険金の総額は、次に定める額を

限度とします。 

(1)  契約内容通知書記載のがん診断保険金基準額に別表３に定める最高倍率を乗じた額を保

険期間内の支払限度額とします。 

(2)  会社が、前号の支払限度額を支払った場合、それ以降（更新後も含みます。）は請求があ

ってもがん診断保険金あるいは上皮内がん治療保険金は支払いません。 

２ 支払限度回数 

(1) がん診断保険金および上皮内がん治療保険金は、同一被保険者に対して、保険期間中にい

ずれか１回の支払とします。 

(2) 同一保険期間中に複数の支払事由が生じた場合は、それらのうち最も高い給付倍率の保険

金を支払います。このとき、すでにがん診断保険金あるいは上皮内がん治療保険金が支払わ

れていた場合は、当該保険期間の支払事由に対して支払われた保険金を通算した額と支払事

由に該当する最も高い給付倍率の保険金の額との差額を支払います。 

(3) 前号の場合、会社は、最も高い給付倍率の保険金を支払った事由に対して、がん診断保険

金あるいは上皮内がん治療保険金のいずれかを当該保険期間に１回支払ったものとみなし、

当該保険期間におけるそれ以外の支払はなかったものとします。 

(4) 上皮内がんの治療が、一連の治療として複数回にわたる場合、当該上皮内がん治療保険金

は、更新後も含めて１回までの支払とします。 

 

第６条 （がん死亡保険金の支払） 

１ 支払事由 

 被保険者が、医師により診断確定されたがんを直接の原因として第２条（会社の責任開始期およ

び保険期間）第４項第２号に定める責任開始日以降の保険期間中に死亡したとき、がん死亡保険金

を支払います。 

２ 支払金額 

 契約内容通知書記載のがん死亡保険金基準額に別表５に定める倍率を乗じた額をがん死亡保険

金額とします。 

３ 保険金受取人 

 死亡保険金受取人とします。 

４ 免責事由 

次のいずれかにより、被保険者が死亡したときは、支払事由に該当しても保険金を支払いません。 

① がんに関連する精神・神経の障害による事故 

② がんに関連する自殺 

５ 返還する保険料がある場合の取扱 

 未払込の保険料がない場合、第１２条（被保険者の死亡による保険契約の失効）第２項の規定に

準じて返還すべき保険料があれば、当該保険料を保険契約者に返還します。 
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第７条 （普通死亡保険金の支払） 

１ 支払事由 

 被保険者が、第２条（会社の責任開始期および保険期間）第４項第２号に定める責任開始日以降

の保険期間中に死亡したとき、普通死亡保険金を支払います。普通死亡保険金の支払事由には、が

んによる死亡も含みます。なお、別表５に定める倍率が０倍の場合は支払事由に該当せず、普通死

亡保険金は支払われません。 

２ 支払金額 

 契約内容通知書記載のがん死亡保険金基準額に別表５に定める倍率を乗じた額を普通死亡保険

金額とします。 

３ 保険金受取人 

死亡保険金受取人とします。 

４ 免責事由 

次のいずれかにより、被保険者が死亡したときは、支払事由に該当しても保険金を支払いません。 

① 責任開始の日からその日を含めて 3年以内の自殺（精神の障害による自殺を含みます。） 

② 保険契約者または死亡保険金受取人の故意 

③ 戦争その他の変乱 

５ 返還する保険料がある場合の取扱 

 未払込の保険料がない場合、第１２条（被保険者の死亡による保険契約の失効）第２項の規定に

準じて返還すべき保険料があれば、当該保険料を保険契約者に返還します。 

 

第８条 （責任開始日の前日以前にがんと診断確定されていた場合） 

１  被保険者が、この保険契約の締結の際の告知前または告知のときから第２条（会社の責任開始

期および保険期間）第４項第１号に定める責任開始日の前日以前にがんと診断確定されていた

場合には、保険契約者および被保険者のその事実の知、不知によらず、会社は保険契約を無効

とします。この場合、死亡保障も含めて無効とします。ただし、被保険者が、がんと診断確定

される以前に死亡した場合は、本項の規定は適用しません。 

２  前項の場合、次の通り取り扱います。 

 この保険契約の締結の際の告知前に被保険者ががんと診断確定されていた事実を、保険契約

者または被保険者のいずれかが知っていた場合には、会社は、すでに払い込まれた保険料は返

還しません。その他の場合には、会社は、この保険契約の第１回保険料以降すでに払い込まれ

た保険料を保険契約者に返還します。 

３  本条を適用し保険契約が無効となる場合には、第 14条(告知義務違反による解除)および第 16

条(重大事由による解除)の規定は適用しません。 

 

第９条 （支払限度に達した場合の取扱） 

 第５条 (支払限度額および支払限度回数)の規定により、がん診断保険金および上皮内がん治療保

険金の支払額が支払限度に達した場合、保険契約が有効であれば死亡保障のみが継続となり、支払限

度に達した最後の支払事由が発生した日の属する月の翌月以降の保険料は、死亡保障の保険料へ変更

されます。その場合において、死亡保障の保険料へ変更される期間の保険料がすでに払い込まれてい

る場合、会社は、その払い込まれた保険料と死亡保障の保険料の差額を解約返戻金の場合に準じて、

保険契約者に返還します。基準日は、支払限度に達した最後の支払事由が発生した日とし、金額は、
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別表６(解約返戻金の計算方法)の未経過期間に対応した返戻保険料の計算方法に準じて算出します。 

 

第３章 保険契約者または被保険者の義務 

 

第１０条 （告知義務） 

  保険契約者または被保険者は、保険契約の締結の際に、支払事由の発生の可能性に関する重要な事

項のうち、会社が書面で質問した事項について、正確に告知しなければなりません。 

 

 

第４章 保険契約の無効、失効、取消および解除 

 

第１１条 （保険契約の無効） 

  会社は、次の各号のいずれかの場合には、その保険契約を無効とします。 

(1)  この保険契約について重複契約が判明したときは、契約日が後の保険契約を無効とし、契約

日が同一日の場合は保険契約者の選択により一つを有効とし、その他を無効とします。この場

合、無効となった保険契約の保険料は、保険契約者に返還します。 

(2)  保険契約者またはその代理人が、保険金を不法に取得する目的または第三者に保険金を不法

に取得させる目的をもって締結した保険契約は無効とし、保険料は返還しません。 

 

第１２条 （被保険者の死亡による保険契約の失効） 

１  保険契約締結の後、被保険者ががん死亡保険金あるいは普通死亡保険金の支払事由に該当なく

死亡したときは、この保険契約は効力を失います。 

２  前項によって保険契約が効力を失った場合は、次の各号の通り取り扱います。 

① 月払契約 

 月単位の契約応当日の前日までに保険料が払い込まれている場合、その応当日の前日まで

に保険契約が失効したときまたは保険料の払込を要しなくなったときは、会社は、その払い

込まれた保険料を保険契約者に返還します。 

② 年払契約 

 年単位の契約応当日の前日までに保険料が払い込まれている場合、その応当日の前日まで

に保険契約が失効したときまたは保険料の払込を要しなくなったときは、会社は、その払い

込まれた保険料を解約返戻金の場合に準じて、保険契約者に返還します。被保険者が死亡し

た日を基準とし、金額は、別表６(解約返戻金の計算方法)の未経過期間に対応した返戻保険

料の計算方法に従って算出します。 

３   がん死亡保険金あるいは普通死亡保険金の支払事由に該当した被保険者が死亡した場合には、

死亡の原因にかかわらず本条による保険料の返還はありません。 

４  免責事由に該当し、がん死亡保険金あるいは普通死亡保険金のいずれも支払わない場合は、前

第２項の規定に準じて取り扱います。 

 

第１３条 （保険契約の取消） 

 保険契約者、被保険者または保険金受取人の詐欺または強迫により保険契約を締結した場合には会

社は保険契約者に対する書面による通知をもって、この保険契約を取り消すことができます。 

この場合、取消となった保険契約の保険料を返還しません。 
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第１４条 （告知義務違反による解除） 

１  保険契約締結の際、保険契約者または被保険者(これらの代理人を含みます。以下同じ。)が故

意または重大な過失によって、第１０条（告知義務）の規定により会社が告知を求めた重要な事

項について、会社に知っている事実を告げなかったときまたは不実のことを告げたときは、会社

は、この保険契約を将来に向かって解除することができます。 

２  会社は、保険金の支払事由が生じた後でも、前項により保険契約を解除することができます。 

３  前項の場合には、解除されたときまでに生じた保険金の支払事由について、保険金の支払を行

いません。また、すでに保険金を支払っていたときは、保険金の返還を請求します。ただし、保

険金の支払事由が、解除の原因となった事実によらないときは、保険金の支払を行います。 

４  本条の規定による保険契約の解除は、保険契約者に対する書面による通知によって行います。

ただし、保険契約者またはその住所もしくは居所が不明であるか、その他正当な理由によって保

険契約者に通知できないときは、被保険者または保険金の受取人に解除の通知をします。 

５  本条の規定により保険契約が解除された場合、解除の通知をした日（以下「解除通知日」とい

います。）の属する月の翌月以降の保障に充当する保険料が既に払い込まれているときは、会社

は、その払い込まれた保険料を解約返戻金の場合に準じて、保険契約者に返還します。解除通知

日を基準とし、金額は、別表６(解約返戻金の計算方法)の未経過期間に対応した返戻保険料の計

算方法に従って算出します。 

 

第１５条 （告知義務違反による解除をできない場合） 

１ 会社は、次の各号のいずれかの場合には、前条による保険契約の解除をすることができません。 

(1)  会社が、保険契約締結の際、解除の原因となる事実を知っていたとき、または過失のため

に知らなかったとき 

(2)  会社のために保険契約の締結の媒介をすることができる者（以下、保険媒介者といいます。）

が、保険契約者または被保険者が第１０条（告知義務）による解除の原因となる事実の告知

をすることを妨げたとき 

(3)  保険媒介者が、保険契約者または被保険者に対して、第１０条（告知義務）による解除の

原因となる事実の告知をしないこと、または不実の告知をすることを勧めたとき 

(4)  会社が解除の原因を知った日(正当な理由によって解除の通知ができなかった場合には、そ

の通知ができる日)からその日を含めて１か月間これを行わなかったとき 

(5)  保険契約が第２条（会社の責任開始期および保険期間）第４項第 1号に定める責任開始日

（契約日から、その日を含めて９０日を経過した日の翌日）からその日を含めて２年を超え

て有効に存続したとき。ただし、同号に定める責任開始日からその日を含めて２年以内にが

んあるいは上皮内がんの診断が確定していたときを除きます。なお、保険契約が同項第２号

に定める責任開始日（契約日）からその日を含めて２年を超えて有効に存続したときは、死

亡保障の解除はできません。 

２  前項第２号および第３号の場合には、各号に規定する保険媒介者の行為がなかったとしても、

保険契約者または被保険者が第１０条（告知義務）の規定により会社が告知を求めた事項につい

て、事実の告知をせず、又は不実の告知をしたと認められる場合には、会社は前条による保険契

約の解除をすることができます。 

 

第１６条 （重大事由による解除） 

１ 会社は、次の各号のいずれかの場合には、この保険契約を将来に向かって解除することができ
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ます。 

(1)  保険契約者または死亡保険金受取人が死亡保険金(他の保険契約の死亡保険金を含み、保険種

類および給付の名称の如何を問いません。)の支払を行わせることを目的として、故意に被保

険者を死亡させ、または死亡させようとした場合 

(2)  保険契約者、被保険者または保険金受取人がこの保険契約の保険金(死亡保険金を除きます。)

の支払を行わせることを目的として事故招致（未遂を含みます。）した場合 

(3)  この保険契約の保険金の請求に関し、保険金の受取人に詐欺行為(未遂を含みます。)があっ

た場合 

(4)  保険契約者、被保険者または保険金の受取人が、次のいずれかに該当する場合 

ア 反社会的勢力(注)に該当すると認められること 

イ 反社会的勢力(注)に対して資金等を提供し、または便宜を供与する等の関与をしていると

認められること 

ウ 反社会的勢力(注)を不当に利用していると認められること 

エ 法人である場合において、反社会的勢力(注)がその法人の経営を支配し、またはその法人

の経営に実質的に関与していると認められること 

オ その他反社会的勢力(注)と社会的に非難されるべき関係を有していると認められること 

(5)  その他この保険契約を継続することを期待しえない第１号から第４号に掲げる事由と同等の

事由がある場合 

(注)暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含みます。）、暴力

団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力をいいます。 

２ 保険金の支払事由が生じた後でも、会社は前項の規定によってこの保険契約を解除することが

できます。この場合には、会社は、前項各号に定める事由の発生から解除がされたときまでに発

生した保険金の支払事由について、保険金（注）を支払いません。もしすでに保険金を支払って

いたときは、その返還を請求します。 

(注)前項第４号のみに該当した場合で、前項第４号アからオまでに該当したのが保険金の受取

人のみで、その保険金の受取人が保険金の一部の受取人であるときは、保険金のうち、そ

の受取人に支払われるべき保険金をいいます。 

３ 本条の規定による解除は、保険契約者に対する書面による通知によって行います。ただし、保

険契約者またはその住所もしくは居所が不明であるか、その他正当な理由によって保険契約者に

通知できない場合には、会社は、被保険者または保険金の受取人に通知します。 

４ 本条の規定により保険契約が解除された場合、会社は、解除通知日の属する月の翌月以降の保

障に充当する保険料が既に払い込まれているときは、解除通知日を基準とし、解約返戻金の場合

に準じて、別表６(解約返戻金の計算方法)の未経過期間に対応した返戻保険料の計算方法に従っ

て算出した金額を保険契約者に返還します。 

５  前項の規定にかかわらず、第１項第４号の規定によって保険契約を解除した場合で、保険金の

一部の受取人に対して第２項の規定を適用し保険金を支払わないときは、保険契約のうち支払わ

れない保険金に対応する部分については前項の規定を適用し、当該保険料を保険契約者に返還し

ます。 

 

第５章 保険料の払込 

 

第１７条 （保険料の払込方法＜経路＞の選択） 

契約者は、次の各号のいずれかの保険料の払込方法＜経路＞を選択することができます。 
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① 口座振替払込 

  会社の指定した金融機関等の口座振替により払い込む方法をいいます。 

② クレジットカード払込 

 会社の指定したクレジットカードにより払い込む方法をいいます。この方法は、保険契約締結

に際し、保険契約者がクレジットカード払特約を付帯する旨を申し出て、会社がこれを承諾した

場合に限り取り扱います。 

③  前①または②による保険料の払込方法を選択したにもかかわらず、選択した払込方法で保険

料の払込ができないときは、会社の指定する金融機関等の口座に送金することにより、払い

込むことができます。 

 

第１８条 （保険料の払込方法＜回数＞の選択） 

     契約者は、次の各号のいずれかの保険料の払込方法＜回数＞を選択することができます。 

① 月払 

  保険料を毎月払い込む方法をいいます。 

② 年払 

  保険料を年１回払い込む方法をいいます。 

 

第１９条 （保険料の払込） 

 この保険契約の保険料は、保険料払込期間中、第１７条（保険料の払込方法＜経路＞の選択）およ

び第１８条（保険料の払込方法＜回数＞の選択）に定める払込方法によって、次の各号の定める期間

（以下「払込期月」といいます。）内に払い込んでください。 

① 第１回保険料 

  (月払契約・年払契約共通) 

  引受可否通知日から引受可否通知日の属する月（契約日の属する月の前月）の末日まで 

② 第２回以降の保険料 

(1) 月払契約 

月単位の契約応当日の属する月の前月の初日から末日まで 

(2) 年払契約 

年単位の契約応当日の属する月の前月の初日から末日まで 

 

第２０条 （口座振替による保険料の払込方法） 

１  保険料は、会社の定めた日（以下「口座振替日」といいます。）に保険契約者の指定する口座

（以下「指定口座」といいます。）から保険料相当額を会社の口座に振り替えることによって

会社に払い込まれるものとします。 

２  前項に規定する口座振替日が会社と保険料口座振替の取扱いを提携している金融機関等（以下

「提携金融機関等」といいます。この場合、会社が保険料の収納業務を委託している機関の指

定する金融機関等を含みます。）の休業日に該当する場合は、翌営業日を口座振替日とします。 

３  前項の場合、振替日に保険料の払込があったものとします。 

４  前第１項の口座振替による保険料の払込方法を適用するには、次の各号の条件を満たすことを

要します。 

① 保険契約者の指定口座が提携金融機関等に設置してあること 

② 指定口座の名義人が提携金融機関等に対し、指定口座から会社の口座（会社が保険料の

収納業務を委託している機関の取扱金融機関等の場合には、当該委託機関の口座）へ
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保険料の口座振替を委任すること 
５  保険契約者は、口座振替日の前日までに払込保険料相当額を口座に預入しておくことを要しま

す。 

６  口座振替によって払い込まれた保険料については、領収証は発行しません。ただし、保険契約

者からの申し出があれば、会社は、領収証を発行します。 

７  前第１項の指定口座の名義人が契約者と別人であっても、保険契約上の権利と義務は、契約者

に属するものとします。 

８  前第１項から第７項までについては、第 17 条（保険料の払込方法＜経路＞の選択）で、クレ

ジットカード払による払込を選択した場合は、クレジットカード払特約条項の規定を適用しま

す。 

 

第２１条 （保険料口座振替ができない場合の取扱） 

１  口座振替日に、指定口座の預入額が保険料相当額に不足することにより、第１回保険料相当額

の口座振替ができないときは、この保険契約は無効となります。 

２  第２回以降の保険料が払込期月の振替日に口座振替ができなかったときは、次の各号の通り取

り扱います。 

① 月払契約 

(1)  翌月分の口座振替月に翌月分の保険料と合わせて２か月分の保険料の口座振

替を行います。 

(2)  前(１)の保険料の口座振替ができないときは、第 23 条（保険料払込の猶予期

間および保険契約の失効）に規定する猶予期間満了の日までに、払込期月を過ぎ

た保険料を会社の指定した金融機関等の口座に払い込んでください。 

② 年払契約 

(1)  払込期月の翌月中の振替日に応当する日に、再度、口座振替を行います。 

(2)  前(１)の保険料の口座振替ができないときは、第 23 条（保険料払込の猶予期

間および保険契約の失効）に規定する猶予期間満了の日までに、払込期月を過ぎ

た保険料を会社の指定した金融機関等の口座に払い込んでください。 

３  前第１項および第２項については、第 17 条（保険料の払込方法＜経路＞の選択）で、クレジ

ットカード払による払込を選択した場合は、クレジットカード払特約条項の規定を適用します。 

 

第２２条 （指定口座または提携金融機関等の変更） 

１  保険契約者は、指定口座を提携金融機関等の他の口座に変更することができます。この場合、

会社所定の書面を会社に提出してください。 

２  提携金融機関等が保険料の口座振替の取扱いを停止した場合には、会社はその旨を保険契約者

に通知します。この場合に保険契約者は、指定口座を他の提携金融機関等に変更してください。 

３  会社は、会社または提携金融機関等の止むを得ない事情により口座振替日を変更することがあ

ります。この場合は、会社はその旨をあらかじめ保険契約者に通知します。 

 

第２３条 （保険料払込の猶予期間および保険契約の失効） 

１  第２回以降の保険料の払込については、払込期月の翌月初日から翌々月末日までを猶予期間と

します。 

２  保険料月払の契約は、払込期日の過ぎた保険料の一部が払い込まれたときは、払い込まれた保

険料相当期間、支払猶予期間を延長します。ただし、保険料年払の契約については、保険料の
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一部を払い込む取扱いはありませんので、この限りではありません。 

３  猶予期間中に保険料が払い込まれないときは、この保険契約は、猶予期間の満了日の翌日から

効力を失います。 

 

第２４条 （猶予期間中の保険事故と保険料の取扱） 

１  保険料が払い込まれないまま、猶予期間満了日までに保険金の支払事由が生じたときは、保険

契約者はただちに未払込の保険料を会社に払い込んでください。 

２  前項にかかわらず、会社は、保険金から払い込むべき保険料を差し引いて支払うことができま

す。 

３  猶予期間中の保険契約者の死亡により保険料が払い込まれないまま、この保険契約が失効した

場合には、死亡保険金受取人に通知のうえ、払い込むべき保険料を差し引いて保険金を支払い

ます。 

 

第２５条 （領収証の交付） 

１  保険契約者が、会社の指定した金融機関等の口座に送金することにより、保険料を払い込んだ

ときには、振り込み受領書をもって領収証に代えます。 

２  前項の場合、保険契約者からの申し出があれば、会社は、領収証を発行します。 

 

第２６条 （保険契約の復活） 

この保険契約については、復活は取り扱いません。 

 

第６章 契約者配当金 

 

第２７条 （契約者配当金の支払） 

この保険契約については、契約者配当金はありません。 

 

第７章 解約および保険料の返還 

 

第２８条 （解約） 

１  保険契約者は、いつでも将来に向かって、この保険契約を解約することができます。この場

合、解約日は、保険契約者から解約の申出があった日またはその日以降の保険契約者が指定

した日とします。 

２  前項に規定する解約日を基準として、解約日の属する月の翌月の保障に充当する保険料が既

に払い込まれている場合は、当該保険料を保険契約者に返還します。 

 

第２９条 （保険料の返還方法） 

 会社は、保険契約者から申し出がない限り、保険契約者に返還すべき保険料がある場合には、原則

としてその金額を指定口座に振り込みます。 

 

第３０条 （解約返戻金） 

  この保険契約は、会社に対する書面による通知をもって、保険契約を解約することができます。保

険契約の解約は、将来に向かってのみその効力を生じます。解約返戻金は、別表６(解約返戻金の計

算方法)の未経過期間に対応した返戻保険料の計算方法に従って算出します。 
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第８章 保険契約者の代表者 

 

第３１条 （保険契約者の代表者） 

１ この保険契約については、保険契約者が２人以上あるときは、代表者を１人定めるものとし

ます。この場合、その代表者は、他の保険契約者を代理するものとします。 

２ 前項の代表者が定まらないかまたはその所在が不明のときは、会社が保険契約者の１人に対

してした行為は、他の者に対しても効力を生じます。 

３ 保険契約者が２人以上ある場合には、その責任は連帯とします。 

 

第９章 保険金等の請求、支払時期および場所 

 

第３２条 （保険金の請求、支払時期および支払場所） 

１ 保険金の支払事由が生じたことを知ったときは、保険契約者またはその保険金の受取人は、た

だちに会社に通知してください。 

２ 支払事由の生じた保険金の受取人は、すみやかに第 45 条（請求書類）に規定する書類を提出

して、その保険金を請求してください。 

３ 保険金は、保険金の請求に必要な書類が会社に到着した日の翌日から起算して５営業日以内に、

保険金受取人の指定した金融機関等の口座に支払います。 

４ 保険金を支払うために事実の確認が必要な次の各号に掲げる場合において、保険契約の締結時

から保険金請求時までに会社に提出された書類だけでは確認ができないときには、それぞれ当

該各号に定める事項の確認(会社の指定した医師による診断または病理組織学的検査の対象と

なった標本等の提出を含みます。) を行います。この場合には、前項の規定にかかわらず、保

険金を支払うべき期限は、その請求に必要な書類が会社に到達した日の翌日から起算して４５

日を経過する日とします。 

(1) 保険金支払事由発生の有無の確認が必要な場合 

 被保険者の死亡とその原因、がんの診断根拠、上皮内がんの診断根拠と治療を受けた

事実の有無 

(2) 保険金支払いの免責事由に該当する可能性がある場合 

 保険金が支払われない事由としてこの保険契約において定める事由に該当する事実の

有無 

(3) 告知義務違反に該当する可能性がある場合 

 告知義務違反に該当する事実の有無および告知義務違反に至った原因 

(4) この約款に定める重大事由、詐欺または不法取得目的等に該当する可能性がある場合 

 前２号に定める事項または保険契約者、被保険者もしくは保険金受取人の保険契約締

結の目的または保険金請求の意図に関する保険契約の締結時から保険金請求までにおけ

る事実 

５ 前項の確認をするため、次の各号に掲げる事項について特別な照会や調査が不可欠な場合には、

前２項にかかわらず、保険金を支払うべき期限は、その請求に必要な書類が会社に到達した日

の翌日から起算して当該各号に定める日数(各号のうち複数に該当する場合であっても、１８０

日)を経過する日とします。 

(1) 前項第 1 号、第 2 号または第 4 号に定める事項についての弁護士法(昭和 24 年 法律第

205 号)に基づく照会その他の法令に基づく照会              １８０日 
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(2) 前項第 1 号、第 2 号または第 4 号に定める事項についての研究機関等の専門機関による

医学または工学等の科学技術的な特別の調査、分析または鑑定       １８０日 

(3) 前項第 1 号、第 2 号または第 4 号に定める事項に関し、保険契約者、被保険者または保

険金受取人を被疑者として、捜査、起訴その他の刑事手続が開始されたことが報道等か

ら明らかである場合においては、前項第 1 号、第 2 号または第 4 号に定める事項に関す

る送致、起訴、判決等の刑事手続の結果についての警察、検察等の捜査機関または裁判

所に対する照会                                                       １８０日 

(4) 前項各号に定める事項についての日本国外における調査          １８０日 

 

６ 前２項に掲げる事項の確認に際し、保険契約者、被保険者または保険金受取人が正当な理由な

く当該確認を妨げ、またはこれに応じなかったときは、会社は、これにより当該事項の確認が

遅延した期間の遅延の責任を負わず、その間は保険金を支払いません。 

７ 第 4項および第 5項の確認をする場合は、保険金を支払うために確認が必要な事項および保険

金を支払うべき期限を、会社は、保険金を請求した者に通知します。 

８ 会社は第 3項から第 5項に定める期日を超えて保険金を支払う場合は、その期日の翌日から会

社所定の利率で計算した遅延利息を保険金の受取人に支払います。ただし、第 6項の定めによ

り生じた確認が遅延した期間については、会社は、遅滞の責任を負わず、その間の遅延利息を

支払いません。 

９ 保険契約者、被保険者または死亡保険金受取人に保険金を請求できない特別な事情があるとき

は、請求時において次の各号の範囲内の者に限り、その事情を示す書類をもってその旨を会社

に申し出て、会社の承認を得たうえで、保険金の受取人として代理請求することができます。 

(1) 被保険者と同居または生計を一にしている被保険者の戸籍上の配偶者 

(2) 前号に規定する者がいない場合または保険金を請求できない事情がある場合には、被保険

者と同居または生計を一にしている被保険者の３親等内の親族 

(3) 前 2号に規定する者がいない場合または同号に規定する者に保険金を請求できない事情

がある場合には、第 1号以外の配偶者または前号以外の３親等内の親族 

１０ 前項の規定により、代理請求人が保険金を請求するときは、特別な事情を示す書類および第

45 条（請求書類）に定める請求書類を提出してください。 

１１ 第 9項および第 10 項の規定により、保険金が代理請求人に支払われた場合には、その支払

後に保険金の請求を受けても、会社はこれを支払いません。 

１２ 第 4項あるいは第 5項の規定による確認が更新日において継続し、かつ更新日以降に新たに

支払事由が発生した場合、更新後に発生した支払事由にかかる保険金を支払うべき期限は、そ

の保険金の請求に必要な書類が会社に到着した日の翌日から起算して５営業日を経過する日ま

たは更新前の支払事由に適用される第 4項もしくは第 5項の規定に定められた期限のいずれか

遅い方とします。この場合、遅延利息については第８項に準じます。 

 なお、この規定は、更新日以降に新たに発生した支払事由について、第４項から第６項の適

用を妨げるものではありません。 

 

第１０章  保険期間中における保険契約内容の変更 

 

第３３条 （保険金額の減額・増額） 

この保険契約では、保険契約者による保険金額の減額・増額は取り扱いません。 
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第３４条 （保険期間、保険料払込期間の変更） 

この保険契約の保険期間、保険料払込期間を変更することはできません。 

 

第３５条 （保険料の払込方法＜回数＞の変更） 

この保険契約の保険料の払込方法＜回数＞の変更は取り扱いません。 

 

第３６条 （保険金受取人の変更） 

１  保険契約者は、保険金の支払事由が発生するまでは、被保険者の同意を得た上で、会社に対

する通知により、保険金受取人を変更することができます。 

２  前項の通知をするときは、第 45 条（請求書類）に定める必要書類を会社に提出してください。

この場合、会社は契約内容通知書またはそれに代わる書面に表示します。 

３  前項の通知が会社に到達前に変更前の保険金受取人に保険金を支払ったときは、その支払後

に変更後の保険金受取人から保険金の請求を受けても会社はこれを支払いません。 

 

第３７条 （遺言による保険金受取人の変更） 

１ 前条に定めるほか、保険契約者は、保険金の支払事由が発生するまでは、法律上有効な遺言に

より、保険金受取人を変更することができます。 

２ 前項の保険金受取人の変更は、被保険者の同意がなければ、その効力を生じません。 

３ 第 1 項の保険金受取人の変更は、保険契約者が死亡した後、保険契約者の相続人が会社に通知

しなければ、これを会社に対抗することはできません。 

４ 前項の通知をするときは、第 45 条（請求書類）に定める必要書類を会社に提出してください。 

この場合、会社は契約内容通知書またはそれに代わる書面に表示します。 

 

第３８条 （保険金受取人の死亡） 

１  保険金受取人の死亡時以後、保険金受取人の変更が行われていない間に、保険金の支払事由が

発生したときは、保険金受取人の死亡時の法定相続人（法定相続人のうち死亡している者があ

るときは、その者については、その順次の法定相続人）で保険金の支払事由の発生時に生存し

ている者を保険金受取人とします。 

２  前項の規定により保険金受取人となった者が２人以上いる場合には、代表者を 1人定めるもの

とします。この場合、その代表者は、他の保険金受取人を代理する者とします。 

３  保険契約者が第 1項の変更を請求するときは、第 45 条（請求書類）に定める必要書類を会社

に提出してください。この場合、会社は契約内容通知書またはそれに代わる書面に表示します。 

 

第３９条 （保険契約者の変更） 

１  保険契約者は、被保険者の同意および会社の承諾を得て、契約上の一切の権利義務を第三者に

継承させることができます。 

２  保険契約者が前項の変更を請求するときは、第 45 条(請求書類)に定める必要書類を会社に提

出してください。 

３  第 1 項の場合、契約内容通知書またはそれに代わる書面に表示がなければ、保険契約者の変更

について会社に対抗することはできません。 

 

第４０条 （保険契約者の氏名･住所の変更） 

１  保険契約者が氏名・住所を変更したときは、すみやかに会社に通知してください。 
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２  保険契約者が前項の通知をしなかったときは、会社の知った最終の住所に発した通知は、通  

常到達するために要する期間を経過した時に、保険契約者に到達したものとみなします。 

 

 

第１１章  年齢の計算・年齢および性別の誤りの処理 

 

第４１条 （年齢の計算） 

１ この保険契約の契約日における被保険者の年齢（以下「契約年齢」といいます。）は、満年齢

で計算します。 

２ 被保険者の保険契約締結後の年齢は、前項の契約年齢に、契約日の年単位の応当日ごとに１歳

を加えて計算します。 

 

第４２条 （年齢および性別の誤りの処理） 

１ 保険契約申込書に記載された被保険者の年齢に誤りがあった場合、次の方法で処理します。 

(1) 契約日から誤りの事実が発見された日までの間のいずれかの日における実際の年齢が、会

社の定める範囲内であったときは、会社の定める方法に従い、実際の年齢に基づいて契約

年齢または保険料を変更し、過去の保険料の差額を精算します。 

(2) 前号以外のとき、会社は、保険契約を取り消すことができるものとし、すでに払い込まれ

た保険料を保険契約者に払いもどします。 

２ 保険契約申込書に記載された被保険者の性別に誤りがあった場合には、会社は、保険契約を取

り消すことができるものとし、すでに払い込まれた保険料を保険契約者に払いもどします。 

 

 

第１２章  保険期間中の保険料の増額、保険金額の削減および保険金の削減 

 

第４３条 （保険期間中の保険料の増額または保険金額の削減） 

１   この保険契約の計算の基礎に著しい影響をおよぼす状況が生じたときは、会社は、会社の定

めるところにより、この保険契約の保険期間中において、保険料の増額または保険金額の減額

をすることがあります。 

２   前項の取扱いを行う場合には、会社は、ただちに保険契約者にその旨を通知します。 

 

第４４条 （保険期間中の保険金の削減払い） 

１   想定外の事象発生により、一時に多くの保険金の支払事由が生じ、保険金支払いのための財

源が著しく不足し、かつ更新後の保険料変更等の対応でも会社の収支の改善が見込まれない場

合、会社は、会社の定めるところにより、保険金を削減して支払うことがあります。 

２   前項の取扱いを行う場合には、会社は、ただちに保険契約者にその旨を通知します。 

 

第１３章  請求書類 

 

第４５条 （請求書類） 

１  この約款にもとづく保険金の支払および保険契約の変更等については、別表７の書類を提出

してください。 

２  会社は前項の提出書類の一部の省略を認め、または、前項の提出書類以外の書類の提出を求
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めることがあります。 

 

第１４章  時効 

 

第４６条 （時効） 

この保険契約にもとづく保険金の支払を請求する権利は、支払事由が生じた日の翌日からその日を

含めて３年間請求がない場合には時効により消滅します。 

 

第１５章  管轄裁判所 

 

第４７条 （管轄裁判所） 

この保険契約における保険金の請求に関する訴訟については、会社の本社または保険金の受取人

（保険金の受取人が２人以上いるときは、その代表者とします。）の住所地を管轄する日本国内にあ

る地方裁判所（本庁とします。）のみをもって、合意における管轄裁判所とします。 

 

第１６章  保険契約の更新 

 

第４８条 （保険契約の更新） 

１ この保険契約の保険期間が満了する場合、会社は、保険期間満了の日の３か月前までに保険契

約者に更新案内の通知をします。更新案内を受け取った保険契約者が、保険期間満了の日の 1か

月前までに保険契約を更新しない旨を会社に通知しない限り、保険契約は保険期間満了の日の翌

日に更新されるものとし、この日を更新日とします。 

２ 前項の規定にかかわらず、更新日における被保険者の年齢が会社の定める保険契約上の年齢を

超えるときには、この保険契約は更新されないものとします。 

３ 更新後の保険契約については、次の各号の定めるところによります。 

(1) 保険期間 

 １年間とします。 

(2) 保険料払込期間 

 １年間とします。 

(3) 保険金額 

 保険金額は、以下の通りとします。 

イ  がん診断保険金については、更新日における被保険者の年齢にもとづき、契約内容

通知書記載のがん診断保険金基準額に別表３に定める給付倍率を乗じた額とします。

ただし、保険期間の始期日から更新日の前日までに、がん診断保険金の支払事由に該

当した場合は、更新後のがん診断保険金および上皮内がん治療保険金はありません。 

ロ  上皮内がん治療保険金については、更新日における被保険者の年齢にもとづき、契

約内容通知書記載のがん診断保険金基準額に別表４に定める給付倍率を乗じた額と

します。ただし、保険期間の始期日から更新日の前日までに支払事由に該当した上皮

内がん治療保険金を通算した額が、契約内容通知書記載のがん診断保険金基準額に更

新日の年齢における別表３に定める最高倍率を乗じて得られる額以上となる場合は、

更新後のがん診断保険金および上皮内がん治療保険金はありません。 

ハ  がん死亡保険金については、更新日における被保険者の年齢にもとづき、契約内容

通知書記載のがん死亡保険金基準額に別表５に定める給付倍率を乗じた額とします。 
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ニ  普通死亡保険金については、更新日における被保険者の年齢にもとづき、契約内容

通知書記載のがん死亡保険金基準額に別表５に定める給付倍率を乗じた額とします。

ただし、倍率が０倍の場合、更新後の普通死亡保険金はありません。 

ホ  更新日の前日において、保険期間中のがん診断保険金あるいは上皮内がん治療保険

金のうち支払額が確定していないものがある場合、確定している額について、本号イ

およびロの規定を適用するものとします。この場合、未確定の支払額が確定後すみや

かに更新日に遡及し、あらためて本号イおよびロの規定を適用するものとします。 

(4) 保険料 

 更新日における被保険者の年齢および保障内容によりあらためて計算します。なお、前

号ホにおいて更新日に遡及し保障が死亡保障のみに変更された場合、会社は、払い込まれ

た保険料の清算額を更新日を基準として別表 6(解約返戻金の計算方法)の未経過期間に対

応した返戻保険料の計算方法に準じて算出し、保険契約者に返還します。 

(5) 保険期間の継続の取扱 

 第７条第４項（普通死亡保険金の免責事由）、第 10 条(告知義務)、第 15 条（告知義務

違反による解除をできない場合）の規定の適用に際しては、更新前の保険契約の保険期間

と更新後の保険契約の保険期間は継続されたものとします。 

(6) 告知義務違反による解除 

 更新前の保険契約において告知義務違反による解除の事由があるときは、会社は、更新

後の保険契約を解除することができます。ただし、第 15 条（告知義務違反による解除を

できない場合）の定めにより解除できない場合は除きます。 

(7) 更新する保険契約の第１回保険料の払込 

 更新日の属する月の前月末日までに払い込んでください。この場合、第 21 条（保険料

口座振替ができない場合の取扱）、第 23 条（保険料払込の猶予期間および保険契約の失効）

および第 24条（猶予期間中の保険事故と保険料の取扱）の規定を準用します。 

(8) 適用する普通保険約款および保険料率 

 更新日における普通保険約款および保険料率を適用します。 

(9) 契約内容(変更)通知書 

 保険契約を更新した場合には、契約内容(変更)通知書を発行して更新日前までに契約者

に交付します。 

４ 保障内容の変更により保険料が変更された契約を更新する場合も前第1項から第3項の規定を

準用します。 

 

第４９条 （保険契約の更新時における保険料および保険契約内容の見直し等に関する取扱） 

１ この保険契約の計算の基礎に影響をおよぼす状況変更が生じたときは、会社は、会社の定める

ところにより、更新時の保険契約の保険料の増額または保険金額の減額を行うことがあります。 
２ この保険契約の計算の基礎に著しく影響をおよぼす状況変更が生じ、この保険商品が不採算と

なった場合、会社は、会社の定めるところにより、更新後の保険契約を引き受けないことがあり

ます。 

３ 第１項および第２項の取扱いを行う場合には、会社は、保険期間満了日の３か月前までに保険

契約者にその旨を通知します。 
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別 表 

＜別表１＞ 悪性新生物（関係条文：第 1 条） 

 

1.  悪性新生物とは、平成 27 年 2 月 13 日総務省告示第 35 号にもとづく厚生労働省大臣官房統計情

報部編「疾病、傷害および死因の統計分類提要 ICD-10（2013 年版）準拠」に記載された分類項目

中、次の基本分類コードに該当する内容によるものとします。 
 なお、厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因の統計分類提要」において、診

断確定日以前に新たな分類提要が施行された場合は、新たな分類の基本分類コードによるものとし

ます。 
 

分類項目 基本分類コード 
口唇、口腔および咽頭の悪性新生物 
消化器の悪性新生物 
呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物 
骨および関節軟骨の悪性新生物 
皮膚の黒色腫およびその他の皮膚の悪性新生物 
中皮および軟部組織の悪性新生物 
乳房の悪性新生物 
外陰部の悪性新生物 
腟の悪性新生物 
子宮頚部の悪性新生物 
子宮体部の悪性新生物 
子宮の悪性新生物、部位不明 
卵巣の悪性新生物 
その他および部位不明の女性生殖器の悪性新生物 
胎盤の悪性新生物 
腎尿路の悪性新生物 
眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物 
甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物 
部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物 
リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物 
独立した（原発性）多部位の悪性新生物 

C00～C14 
C15～C26 
C30～C39 
C40～C41 
C43～C44 
C45～C49 
C50 
C51 
C52 
C53 
C54 
C55 
C56 
C57 
C58 
C64～C68 
C69～C72 
C73～C75 
C76～C80 
C81～C96 
C97 

 
 

2.  平成 27 年 2 月 13 日総務省告示第 35 号にもとづく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷

害および死因の統計分類提要 ICD-10（2013 年版）準拠」に記載された分類項目中、次の基本分類

コードに規定される内容によるものは、基本分類コード C00～C97 のいずれかに読み替え、悪性新

生物とみなします。 
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分類項目 基本分類コード 

真正赤血球増加症(多血症) 
骨髄異形成症候群 
慢性骨髄増殖性疾患 
本態性(出血性)血小板血症 
骨髄線維症 
慢性好酸球性白血病(好酸球増加症候群) 

D45  
D46  

D47.1  
D47.3 
D47.4 
D47.5 

 
3.  上記 1、2 において「悪性新生物」とは、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類―腫

瘍学 第３版」中、新生物の性状を表す第５桁コードが次のものをいいます。 
 なお、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類―腫瘍学」において、診断確定日以前に

新たな版が発行された場合は、新たな版における第５桁コードによるものをいいます。 
 

第５桁性状コード番号 
／３ ・・・ 悪性、原発部位 
／６ ・・・ 悪性、転移部位 
        悪性、続発部位 
／９ ・・・ 悪性、原発部位又は転移部位の別不詳 

（注）「悪性新生物」は、国際対がん連合（ＵＩＣＣ）による「ＴＮＭ悪性腫瘍の分類」で病期分

類が０期に分類されている病変は含みません。したがって、国際対がん連合（ＵＩＣＣ）による「Ｔ

ＮＭ悪性腫瘍の分類」で病期分類が０期に分類されている上皮内癌、非浸潤癌、大腸の粘膜内癌な

どは、悪性新生物に該当しません。 
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＜別表２＞ 上皮内新生物 (関係条文：第 1 条) 

1.  上皮内新生物とは、平成 27 年 2 月 13 日総務省告示第 35 号にもとづく厚生労働省大臣官房統計

情報部編「疾病、傷害および死因の統計分類提要 ICD-10（2013 年版）準拠」に記載された分類項

目中、次の基本分類コードに該当する内容によるものとします。 
 なお、厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因の統計分類提要」において、診

断確定日以前に新たな分類提要が施行された場合は、新たな分類の基本分類コードによるものとし

ます。 
分類項目 基本分類コード 

口腔， 食道および胃の上皮内癌 
その他および部位不明の消化器の上皮内癌 
中耳および呼吸器系の上皮内癌 
上皮内黒色腫 
皮膚の上皮内癌 
乳房の上皮内癌 
子宮頚部の上皮内癌 
子宮内膜の上皮内癌 

外陰部の上皮内癌 

膣の上皮内癌 

その他および部位不明の女性生殖器の上皮内癌 
その他および部位不明の上皮内癌 

D00 
D01 
D02 
D03 
D04 
D05 
D06 

 D07.0 
 D07.1 
  D07.2 
  D07.3 

D09 
 
 

2.  上記 1 において「上皮内新生物」とは、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類―腫瘍

学 第３版」中、新生物の性状を表す第５桁コードが次のものをいいます。 
 なお、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類―腫瘍学」において、診断確定日以前に

新たな版が発行された場合は、新たな版における第５桁コードによるものをいいます。 
 

第５桁性状コード番号 
／２ ・・・ 上皮内癌 
       上皮内、非浸潤性、非侵襲性 
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＜別表３＞ がん診断保険金の倍率(関係条文：第 3 条、第 5 条、第 48条) 

被保険者の年齢 乳房・子宮・卵巣の 

悪性新生物 

乳房・子宮・卵巣以外の 

悪性新生物 

最高倍率 

20～24歳 ８倍 ５倍 ８倍 

25～29 歳 ８倍 ５倍 ８倍 

30～34歳 ８倍 ５倍 ８倍 

35～39 歳 ８倍 ５倍 ８倍 

40～44歳 ８倍 ５倍 ８倍 

45～49 歳 ８倍 ５倍 ８倍 

50～54歳 ６倍 ４倍 ６倍 

55～59 歳 ６倍 ４倍 ６倍 

60～64歳 ４倍 ４倍 ４倍 

65～69 歳 ４倍 ３倍 ４倍 

（注 1）被保険者の年齢とは、保険期間の始期日(更新契約においては更新日)における被保険者の

満年齢です。 

（注 2）乳房・子宮・卵巣の悪性新生物とは、原発巣が乳がん、子宮がん、卵巣がんのいずれかを

含む悪性新生物で、別表１の基本分類コードが C50、C53～C55、C56のいずれかとなる悪性新生物

です。 

（注 3）乳房・子宮・卵巣以外の悪性新生物とは、別表１の悪性新生物のうち、基本分類コードが

C00～C49、C51～C52、C57～C97 のいずれかとなる悪性新生物です。 
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＜別表４＞ 上皮内がん治療保険金の倍率(関係条文：第 4条、第 48条) 

被保険者の年齢 乳房の上皮内新生物 子宮の上皮内新生物 乳房・子宮以外の上皮内新生物 

20～24歳 ８倍 2倍 0.5倍 

25～29 歳 ８倍 2倍 0.5倍 

30～34歳 ８倍 2倍 0.5倍 

35～39 歳 ８倍 2倍 0.5倍 

40～44歳 ８倍 2倍 0.5倍 

45～49 歳 ８倍 2倍 0.5倍 

50～54歳 ６倍 1.5倍 0.4 倍 

55～59 歳 ６倍 1.5倍 0.4 倍 

60～64歳 ４倍 1倍 0.4 倍 

65～69 歳 ４倍 1倍 0.3倍 

(注 1) 被保険者の年齢とは、保険期間の始期日(更新契約においては更新日)における被保険者の満

年齢です。 

(注 2) 乳房の上皮内新生物とは、別表２の上皮内新生物のうち、基本分類コードが D05 となる上皮

内新生物です。 

(注 3) 子宮の上皮内新生物とは、別表２の上皮内新生物のうち、基本分類コードが D06あるいは

D07.0 となる上皮内新生物です。 

(注 4) 乳房・子宮以外の上皮内新生物とは、別表２の上皮内新生物のうち、基本分類コードが D00

～D04、D07.1～D07.3、D09のいずれかとなる上皮内新生物です。 

 

＜別表５＞ 死亡保険金の倍率(関係条文：第 6条、第 7 条、第 48条) 

被保険者の年齢 がん死亡保険金 普通死亡保険金 

20～24歳 １倍 ２９倍 

25～29 歳 １倍 ２９倍 
30～34歳 １倍 ２９倍 
35～39 歳 １倍 １５倍 
40～44歳 １倍 ７倍 
45～49 歳 １倍 ０倍 
50～54歳 １倍 ０倍 
55～59 歳 １倍 ０倍 
60～64歳 １倍 ０倍 
65～69 歳 １倍 ０倍 

（注）がん死亡保険金が支払われる場合、普通死亡保険金の倍率が０倍でなければ、普通死亡保険金も

支払われます。 
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＜別表６＞ 解約返戻金の計算方法（関係条文：第６条、第 7 条、第 9条、12 条、第 14条、第 16条、

第 30 条、第 48条) 

会社は、解約返戻金について以下のように定めます。 

① 保険料月払契約 

 月払契約では解約返戻金はありません。ただし、翌月の保障に充当される予定の保険料がす

でに払い込まれている場合は、その払い込まれた保険料を保険契約者に返還します。 

② 保険料年払契約 

  基準日の属する月を基準として、次の計算方法で算出した金額を未経過保険料として返戻し

ます。 

  年払保険料 － 既経過月数 × 月払保険料相当額 

   (注) 保険期間開始日から基準日までの月数は、１か月未満の端数は１か月に切り上げます。 

      例）保険期間開始日から５か月と 10 日の場合、６か月と計算します。 

 

 

＜別表７＞ 請求書類（関係条文：第 32 条、第 36条から第 39条、第 45 条） 

①保険金請求書類 

保険金種類 

提出書類 
がん診断 

上皮内がん 

治療 
死 亡 

１．会社所定の請求書 ● ● ● 

２．契約内容通知書または契約内容（変

更）通知書 
● ● ● 

３．保険金受取人の印鑑証明書   ● 

４．保険金受取人の戸籍抄本   ▲※１ 

５．被保険者の住民票   ● 

６．会社所定の様式による医師の死亡

証明書 
  ● 

７．会社所定の様式による医師の診断

書 
● ●  

(注)会社は、上記提出書類以外の書類の提出を求めることがあります。 

※１．会社が必要とした場合に提出して頂きます。 

 

②保険契約の変更書類 

変更手続 

提出書類 
解約 契約者変更 

保険金 

受取人の変更 

１．会社所定の請求書 ● ● ● 

２．契約内容通知書または契約内容（変

更）通知書 
● ● ● 

３．保険契約者の印鑑証明書  ● ● 

４．旧保険契約者の印鑑証明書  ●※２  

５．旧保険契約者の除籍謄本  ●※３  

６．相続人代表の印鑑証明書  ●※３  
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   (注)「会社所定の請求書」には被保険者同意欄が含まれています。 

※２．旧保険契約者生存の場合必要となります。 

※３．旧保険契約者死亡の場合必要となります。 

 

 

【備考】 
 
1.  ＜別表２＞ 上皮内新生物について 
 上皮内新生物は、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類―腫瘍学 第３版」中、新生物の

性状を表す第５桁コードが／２のものをいいます。新生物の性状を表す第５桁コードが／1 のものは、

良性・悪性の別不詳となり、本保険による保障の対象外となります。   
 
例) 卵巣の境界悪性腫瘍で、第５桁コードが／1 のものは、がん診断保険金あるいは上皮内がん治療

保険金のいずれの支払事由にも該当しません。第５桁コードが／2 であれば、上皮内新生物として扱

います。 
 
2. ＜別表３＞ がん診断保険金の倍率について 
 乳房の悪性新生物とは、この保険では乳房から発生した原発性癌で、別表１の基本分類コードが C50
となる悪性新生物のことです。原発性の悪性新生物の性状を表す第５桁コードは、／3 となります。同

様に子宮の悪性新生物は、子宮から発生した原発性癌、卵巣の悪性新生物は、卵巣から発生した原発性

癌のことです。 
 
例 1) 乳房を覆う皮膚から発生した悪性新生物は、皮膚の悪性新生物となりますので、＜別表３＞ が
ん診断保険金の倍率は、乳房・子宮・卵巣の悪性新生物ではなく、乳房・子宮・卵巣以外の悪性新生

物の倍率を適用します。 
例 2) 卵巣に見つかった悪性新生物が、胃から発生した悪性新生物が卵巣へ転移したものである場合、

原発巣は胃となりますので、＜別表３＞ がん診断保険金の倍率は、乳房・子宮・卵巣の悪性新生物

ではなく、乳房・子宮・卵巣以外の悪性新生物の倍率を適用します。 
例 3) 子宮に見つかった悪性新生物が、膣の悪性新生物が子宮に浸潤したものである場合、原発巣は

膣となりますので、＜別表３＞ がん診断保険金の倍率は、乳房・子宮・卵巣の悪性新生物ではなく、

乳房・子宮・卵巣以外の悪性新生物の倍率を適用します。 


